
─  26 ─

シリーズ：各指定団体の計画生産への取り組み　最終回

北陸酪連の場合
中央酪農会議では、生乳需給の緩和等の厳しい状況を踏まえ、

13年ぶりに減産型計画生産を実施することとなりました。

これを受け、本誌面において各指定団体の

計画生産の取り組みを順次紹介してまいりました。

最終回は北陸・東海・近畿・中国・四国の取り組みを紹介します。

成17年度の生乳需給については、予想を超えた生産量の回復と牛乳消費の低迷により、脱脂粉
乳在庫に加えバターも過剰在庫となる厳しい状況に推移しました。このため、平成18年度の生

乳計画生産の実施に当たっては、生乳需給の厳しい緩和状態に的確に対応し、バターも含めた乳製品在
庫のこれ以上の積み増しを回避するため、減産型の計画生産対策を実施することが中央酪農会議で決定
されました（脱脂粉乳については5000t削減）。
　北陸酪連の平成18年度生乳計画生産対策については、生産基盤を弱体化しないよう考慮しながら、需
要に見合った計画生産の実施を基本に、中央酪農会議において決定された「平成18年度の生乳計画生産・
需給調整対策の骨子」および、平成17年第5回理事会で決定した「平成18年度生乳計画生産対策実施に
係る対応方法について」に基づいて実施するとしています。

＊
間の目標数量設定については、以下のとおり中央酪農会議が設定する販売基準数量とするとし
ています。

目標数量=販売基準数量+販売基準数量×1%アローワンス数量

　会員別目標数量の設定方法については、平成17年度の生産抑制対策に北陸酪連全体の脱脂粉乳対策と
して全生産者の取り組みを実施したこと、ならびに下期の増産分は18年度計画生産数量に反映させない
ことを織り込んでいること、合わせて乳代の平準化も進展していることから、従来の会員単位の計画生
産内実績に基づく配分から、中央酪農会議が設定した販売基準数量を会員単位で平成17年度計画生産内
実績（北陸酪連全体の超過アローワンスと新潟県酪連未達調整分を加えた数量を上限として、脱脂粉乳
対策は除外した数量）の前年比が一律になるように以下のとおり設定するとしています。

① 北陸酪連が会員に設定する目標数量については年間目標数量とし、会員は生産者に対して月別に目標
数量を設定する。
② 平成18年度スタート時点での会員別年間販売基準数量は、平成17年度計画生産実績見込み比で一律
に第1次販売基準数量として設定する。
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③ 平成18年度会員別販売基準数量の確定（第2次配
分、平成18年4月末）は、平成17年度用途別数量
が確定し、最終的に中央酪農会議が北陸酪連に設
定した販売基準数量に基づき再計算した数量にア
ローワンスを含めた数量を会員に対する販売基準
数量の確定として再設定する。

　生乳計画生産対策の取り組み方および目標数量の
管理については、北陸酪連が各県の目標数量の設定・

管理を実施するとともに、生乳計画生産対策の取組み方について以下の通り実施するとしています。

① 生産者への目標数量の設定は、生産者個人別の目標数量を月別に設定することとし、その方法につ
いては各県の生産条件等を踏まえ目標数量以内で会員が独自に設定する。
② 生産者の年度内廃業者枠の取り扱いについては、会員の生産環境を考慮して会員の持ち枠とし有効
に活用する。
③ 会員間調整の実施については、平成18年11月末に会員間の目標数量調整措置を実施し、目標数量の
追加・返上の希望があった会員間の目標数量を調整する。

　なお、目標数量遵守対策については、「会員は目標数量の徹底した管理と体細胞規制・駄牛淘汰等の
生産抑制対策を実施する」とすることになっています。12月以降個人別目標数量を超過する生産者に
対して、会員間調整後の結果目標数量を超過する会員に対しては、生産抑制対策の強化を実施し、目
標数量内に生産を抑制します。平成18年度末の最終的な会員間内調整の結果目標数量超過となった場
合には、12月末の会員間調整後の会員毎の目標数量を基準に、40円/kgのペナルティを課すとともに、
翌年度の販売基準数量からその超過数量分が差し引かれます。

＊
の他、目標数量の管理ならびに生乳需給動向を的確に把握するため、会員等を対象に必要に応
じて計画生産ヒアリングや生産予測調査等を実施し、円滑な計画生産の実施と生乳の有利販売、

生乳需給の調整に資するとしています。また、平成18年度から域内乳業者に対し、はっ酵乳等向、生
クリーム等向を設定して域内生乳需要の拡大を図り、広域生乳についても全農や他の指定団体と協議
を行い、激変緩和措置を踏まえ数量限定によるはっ酵乳等向などの用途拡大を進めるとしています。

＊
乳乳製品の消費拡大対策の実施については、中央酪農会議が実施するキャンペーンの継続実施
の他、乳製品の農村消費拡大対策としてバターの生産者割り当て（1戸当たり60箱、1箱=200g）を

実施するとしています。
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各指定団体の計画生産への取り組み　最終回

東海酪連の場合

海酪連の平成18年度生産目標数量は、生産者からの申告数量を会員と精査したところ中央酪農会議
から示される販売基準数量を大きく上回ることが想定されたため、生産基盤の維持に配慮し、①販売

基準数量、②特別枠A（全体枠）、③特別枠B（全体枠）、④チーズ、⑤1%アローワンス、⑥新規就農枠、
⑦アウトイン異動枠、⑧7~10月増量分（中酪）、⑨特別枠AおよびB（会員縦割）、の合計から設定されています。
また、需要期の生乳生産確保のために、格差金の幅を広げ、引き続き需要期生産対策を実施しています。
　生産目標数量は、配分ルールに従って年間計画生産基本数量と希望する会員に配分される縦割り枠に区
分されています。年間計画生産基本数量は、上記①～④の合計数量としています。
　各会員への配分は、廃業者をのぞく平成16年度と平成17年度の会員実績をそれぞれ1/4と3/4の割合で年
間計画生産基本数量を按分して配分されています。縦割り枠は、⑥～⑨が配分されることになります。
　また、⑤1%アローワンスについては、年度内の牛舎新築による規模拡大者枠とし、会員と協議のうえ割り当
てをして残余については東海酪連で保留するとしています。

＊
別生産目標数量については、4～10月と11～3月の2期制とし、4～10月に年間出荷許容数量の61%が
設定されています。

　期中の生産目標数量調整措置としては、10月の実績確定時点で前期に設定した61%枠の未達数量を東海
酪連で保留し、アローワンスの保留分と合わせて7～10月の実績数量で按分し、後期に対する会員再配分を
行うこととしています。また、7～10月実績が東海酪連全体で前年度を上回る場合は、当該数量（中酪容認数量）
も後期に対する再配分に加えるものとしています。
　なお、10月終了時点で、後期の抑制型計画生産の会員間調整等について理事会で検討することとしてい
ます。

＊
海酪連では、需要期生産対策として期別乳価設定の他に、需要期特別増産奨励対策を実施すること
としています。この対策は、7月1日～10月31日までの月ごとの個人別受託乳量が前年度同月の受託乳

量を上回った数量に対してkg当たり2円を増産奨励金として支払うもので、財源として4月から翌年2月までの受
託乳量に対し、kg当たり3.3銭を積立てるという内容となっています（転廃業者は奨励対象外）。
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各指定団体の計画生産への取り組み　最終回

近畿生乳販連の場合

畿生乳販連では、平成18年度の生乳計画生産・需給調整対策の実施に当たり、飲用牛乳の消
費減退および脱脂粉乳・バターの過剰等、厳しい生乳需給の緩和実態を考慮し、12年ぶりの

減産型計画生産を余儀なくされています。その一方で、酪農家の高齢化、後継者不足および廃業等
を背景に、生乳生産の減少が懸念されるため、極力生乳生産基盤の弱体化を招かないよう配慮され
ています。

＊
畿生乳販連の生乳出荷目標数量は、中央酪農会議から配分された販売基準数量のみとし、特
別枠の実施は予定されておらず、設定枠に不足・余剰が生じる場合は、指定団体間の調整措

置によって対処するものとされています。
　生乳出荷目標数量の会員への配分は、平成16年度の会員別実績によって1/4が、平成17年度の会員
別実績によって3/4が配分され、会員別の目標数量とされています。ただし、年度内の最終数量は、
近畿地域全体として管理するものとしています。個人別の出荷目標数量の設定については会員が数
量を設定することを基本とし、会員に一任とされています。
　生乳の安全・安心の信頼性確保のための高品質生乳生産、需要期対応生乳生産事業への取り組み
等を通じて、減産型計画生産を遵守し、生産量が最終的に生乳出荷目標数量の枠内に収まるよう、
会員を通じて指導を行っているとしています。

＊
た、「牛乳に相談だ。」キャンペーンの一環として、今年度は京都がモデルエリアに指定され
ており、乳業者や流通と連携した統合的キャンペーンが展開されています。さらに、会員が行

う消費拡大・宣伝活動への経費助成を行うとともに、酪農家も消費拡大に参加できるようにするため、
独自の取り組みを行われています。一例としては、自家用車等に貼り付けるためのマグネットシー
ルを作成し、管内酪農家および関係機関に配布し、生産者自らPR活動を行われています。
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各指定団体の計画生産への取り組み　最終回

中国生乳販連の場合

国生乳販連の生乳生産基盤は、平成18年度から始まったポジティブリスト制度への対応等による廃業
に起因する減少量は平年より上回りますが、認定農業者の計画遂行をはじめとする規模拡大の増加要

因もあり、全体の生産量は前年並みと見通されるとしています。そのなかで計画生産の運営基本方針としては、
①現下の生乳需給の改善を目的として策定された減産型計画生産対策に、全国の酪農組織と一体となって
取り組みを図り、2～3年の減産型継続を見越す、②個人別配分概念の理解を得た運営を図る、③生乳共販
体制への移行方針および需給調整の円滑化等、指定団体機能の整備促進を踏まえた運営を図る、④減産
型計画生産の実施において、管内生乳の品質および生産性向上による競争力確保のため経営の再点検を推
奨する、としています。

＊
画生産量の配分は、「基本数量」から「前年度新規枠」および前年度脱脂粉乳特別対策に係る「次年
度繰越数量」を差し引いた、前年度計画生産実績見込み対比97.4%を会員別配分総量とするとして

います。会員別配分基本数量は、平成17年度会員別計画生産実績見込み数量（ただし、広島は受託販売
実績から新規就農者実績数量を、島根・岡山はチーズ向け実績数量を差し引く）に、一律97.4%を乗じた数
量とするとしています。なお、上記で設定された会員別基本数量に対し、前年度新規枠（広島）および次年
度繰越数量を加算することとしています。
　会員組織内の配分については、県内事情を踏まえ個人別配分を原則とした配分を行うとしています。特別
枠の申請は、会員がやむをえなく基本数量を超過し特別枠を採択する場合、当該数量に係る負担等を組織
決定し、中国生乳販連に申請するとしています。なお、特別枠の管理は申請した当該会員の責任とし、中国
生乳販連は特別枠の実施に係る事務処理方法及び実施計画を作成するとしています。
　新規就農者枠については計画目標数量に基づく配分を得るものとするが、初年度においてのみ、配分数量
と実績数量に差が生じた場合は中国生乳販連が全体調整に活用するとしています。

＊
題として、現下の乳製品過剰在庫および乳製品相場の下落から、乳業者の不需要期余乳引き受け敬
遠が想定され、さらに指定団体が委託加工した場合は乳製品の販路にも制約が生ずることが懸念され

るとしています。円滑な需給調整および生乳取引の安定を図るため、減産計画生産の実施は不需要期とされ
る12～3月を重点とした抑制対策に取り組めるよう実行ある対策（季節別乳価見直し・駄牛淘汰、等）を講ずる
必要があるとしています。
　また、平成18年度計画生産対策に附帯する事項として、現下の厳しい乳製品在庫状況を踏まえ、生産者
自らによる需給改善への意欲と理解醸成に資するため、酪農家一戸当たりバター60箱（200g/箱）を目途とした
乳製品の農村消費拡大対策に取り組んできております。
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各指定団体の計画生産への取り組み　最終回

四国生乳販連の場合

国生乳販連の生乳計画生産は、中央酪農会議の方針に基づき、乳製品の過剰在庫を積み増ししな
い水準の数量を基本に、国内生乳需給を考慮した減産型の計画生産に取り組むものとしています。

　一方、四国の生産現場の実態を踏まえ、多彩な生産条件を念頭に、酪農生産基盤の弱体化を極力招来
しないことに配慮しつつ、適切な生乳出荷抑制対策を実施し、円滑に計画生産を推進するものとしています。

＊
員への販売基準数量の設定方法は、中央酪農会議から配分された販売基準数量の3/4を平成17年
度実績に基づき算出した会員団体別の構成比に基づき、残りの1/4を平成16年度実績に基づき算出

した会員団体別の構成比に基づき按分しています。また、原則として減産型の計画生産に取り組むことから、
特別枠は取得しません。
　販売基準数量の期中調整は、増量と減量希望の会員団体は、11月末に申請できるものとし、四国内で協
調的に会員団体間の調整を行います。
　未達・超過措置としては、18年度末に未達数量（販売基準数量に対して99%を下回る計画生産実績）が発
生した場合は、未達数量削減として、18年度数量設定の手法に拘らず、削減対象数量の20%を19年度の
販売基準数量から削減します。また、超過・未達のうち、最終供給目標数量の上下1%を上限としてペナルティ
対象にしますが、次年度の設定数量に対しては、未達数量は反映させません。また、超過に対する金銭ペ
ナルティは、中央酪農会議の基本要領によりますが、会員団体が負担することになります。
　なお、一部の会員団体が超過し、超過に関連して国などから四国生乳販連に支出される補助金・補給金
などの削減があった場合は、その責務も負うこととしています。
　中央の方針に基づき、四国においても個別酪農家の生産条件に対応した適切な出荷抑制を推進するため
に、体細胞等の規制強化による低乳質生乳の出荷抑制対策を実施するとしています。
　効果が認められない場合、地域の実情を踏まえて生産調整対策等を選択的に導入・実施しその効果を緊
急的かつ早期に取り組むものとしています。

①低能力牛淘汰による、生乳の生産抑制。
②有償による流動化の実施。
③早期乾乳と毎日バケツ一杯の全乳哺育の完全実施。
④1日3回搾乳の生産者については、2回搾乳に変更する等

　さまざまな工夫と努力により、地域一体となった取り組みを行い、出荷抑制を行います。
　以上の内容により年度当初から、計画生産達成のために鋭意取り組んできました。しかし、中央において
下半期にかけて計画生産の着実な達成および次年度生産枠への実績作りの為の増産を行わないよう、現時
点の課題と対策等の検討が行われました。こうした状況を踏まえ、四国生乳販連においては、18年度計画
生産対策について未達数量の削減及び未達ペナルティを実施しないこと、19年度計画生産対策においては、
18年度中の減産努力を公平に評価することを念頭において、18年度の実績を反映しない方法で取り組むこと
を基本方向として検討を進めています。
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